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1. 本格研究の成果
2008年10月21、22日、産業技術総合研究所のつく

ばセンターで行われたオープンラボは、非常に意義深

いものであった。それは産総研の現在の諸研究を社会

に、特に、研究成果を使用する可能性のある産業の方々

に見てもらうというだけでなく、発足以来およそ8年

を経過した産総研が、その間に遂行した本格研究の成

果を世に問うという意味を持っていたからである。

2001年の発足時に、産総研は組織の大きな改編を

遂げるとともに各研究ユニットは本格研究を行うこと

を決意した。それは第1種基礎研究、第2種基礎研究、

製品化研究という、従来は異質のものとして別々に

行っていた研究を研究ユニットとして統合して行うも

のであったから、研究者にとっては新しい方法であり、

研究ユニット長にとっては未踏の研究管理を実施する

こととなった。その実施にはいろいろな問題もあった

が、研究者はもちろんのこと、管理関連部門に携わる

者も積極的に本格研究を推進し、問題を解決しながら、

着実に成果を上げてきたと思う。オープンラボはその

成果を世に問うものであったが、同時に私たち自身が、

これまでに行ってきたことをまとめて考え、これから

の方針を改めて立てる機会でもあった。各研究ユニッ

トをはじめ、各部門でそれを考えたであろうし、その

内容はさまざまであろう。しかしそこに浮上した一つ

の大きな共通の課題がある。

それは、本格研究の成果を社会に、産業に、実際に

「出す」ことにかかわる課題である。もちろんそれは、

産総研発足以来の課題でもあり、最近の何年かにわた

り、しだいに重要な課題として議論されるようになっ

てきたものであった。そしてそれは、今回のオープン

ラボの意図そのものでもある。この課題は個々の研究

分野によって異なる内容を持ち、一概にまとめて論じ

ることができないものではあるが、この機会に産総研

全体を通し研究分野を超える共通の問題として共有す

る必要がある、といま私は考えている。

その理由は、この「出す」過程を個別の行為として認

独立行政法人  産業技術総合研究所
理事長　　吉 川  弘 之

オープンラボによせて
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めるだけでなく、一般的な理解によって、研究成果を

社会が使用するという、現代の研究に不可欠な部分を

研究の定義に加えることによって、科学的研究が社会

性を獲得すると考えるからである。言い換えれば、本

格研究の成果が社会によって使用されることまで視野

に入れることによってはじめて、本格研究という概念

が完結するということである。

このことは、本格研究が、研究の結果得られる新知

識を現実に使用し社会的価値を生み出す可能性を第2

種基礎研究において示し、さらに既存の産業への適用

可能モデルを示す製品化研究を終えても、まだ産業は

使おうとしないという多くの研究者の経験と重なって

いる。それはまた、それを超えるための第4種の研究“実

証化研究”が必要だという指摘（一村、本格研究ワーク

ショップ、2008年7月17日）に対応してもいる。

私たちはすでに、研究成果の産業適用、すなわち「本

格研究の社会化」の現実的努力の経験を通じて、多く

の超えなければならない問題があることを知ることと

なった。それは、財政や特許に関する法的あるいは制

度上の問題であったり、企業の経営思想や新技術導入

のリスク評価基準の問題であったり、さらには社会的

慣習、科学と社会の間のコミュニケーションの問題で

あったりする。当然のことであるが、産業の最終判断

は経済的視点による。そしてここで忘れてならないこ

とは、この過程で改めて研究成果は試練を受け、社会

的受容のための社会側の変化と並行して技術も洗練さ

れてゆくことである。

これらの経験を通じて、一つの問題に気付く。これ

らの問題は上述のように、私たちが研究している科学

技術の範囲内では解決しない。扱う対象は科学技術の

成果であるが、それを扱う過程は社会的なものである。

法律、経済、経営、慣習、コミュニケーションなど、

それらは対象を扱う科学技術とは違う課題である。し

たがってそれらを、対象として扱っている個々の科学

技術課題の特殊性に対応して個々の方法を考案して解

決するだけでなく、一般的なものとして対処しようと

するなら、そこに共通する基礎的枠組みは、社会科学

や人文科学でなければならないことになろう。ここに、

社会技術が登場する。

2. 技術の持続的進化 
社会技術について、筆者は社会科学に基礎をおく技

術と定義したが［1］、それは科学技術が自然科学に基礎

をおく技術を意味するのに対応する定義であった。こ

の定義のもとで研究の社会化を論じることについて、

ここでやや詳しく述べておかなければならない。それ

は、従来は技術とは必ずしも縁の深くなかった社会科

学と、現代では著しく技術と関係を深めてしまってい

る自然科学とを重ねて考えることの中に含まれる問題

を、ここで抽出しておく必要があるからである。この

二つのことは、いずれもたまたま現代の特徴になって

いるが、それらは社会科学にとっても、技術にとって

も、いずれも本来の姿を表していないと考えるのが筆

者の出発点である。すなわち社会科学の知識は現実の

社会において技術として使用されるべきであるし、一

方技術はその基礎として、社会科学も自然科学と同じ

重要性を持つと考える。

最初に強調しておくべきことは、技術にとって、そ

の基礎となる自然科学も社会科学も、前者が自然を、

後者が社会を対象にするという違いはあるが、いずれ

も知識の作り方が科学的方法という共通のものによっ

ている以上、特別に知識利用の方法に差があってはな

らないということである。このことについては、歴史

的に驚くべき変遷があった。典型的な社会技術の例と

して弁証法的唯物論の作り出す知識によってあるべき

現実社会が設計され現実に社会に使用されたが、それ

は私たち科学技術（工学）の世界にいる者にとっては不

思議なことであった。事実その使用は成功しなかった

だけでなく、大きな損失を残したのであった。私たち

科学技術の中にいる者にとっては、一つの（矛盾を含ま

ない）理論体系で現実の社会全体を設計しそれを社会

に適用することはできないことであるしまたしてはい

けないこととされている。私たちは、自然界を理解す

る完成度の高い理論、例えばニュートン力学がどんな

に立派でも、それだけで実際に自然を作ることができ

るものではないことを知っている。そしていま、科学

的知識を現実に適用するための道筋として、本格研究

という独自の知識生産が必要であることを認識するよ

うになってきているのが私たち自身の課題である。こ
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の認識は、実在するもの（人工物）を作るためには、第

2種基礎研究と呼ぶ、領域を超えた思索が必要であり、

しかもまだ科学的に解明されていない要素を必ず扱わ

なければならないので必ず新知識創出を必要とし、し

たがって完全性を持つ解は決して存在しないことを知

る謙虚さが、科学的知識を創出する者と使用する者と

の両者にとって不可欠であることを要請している。

謙虚にしているだけでなく、このことを積極的に社

会における仕組みとして実現しようとしたのが“持続

的進化”を可能とする情報循環［2 , 3］である。そこでは、

自然科学にしても社会科学にしても、それが単なる現

象の説明を超えて、社会における行動者が使用し社会

的状況に影響を与えるとするなら、知識生産の全体に

対し生産者と使用者がそれぞれ固有の役割を果たし、

しかも責任を持つ。それは例えば図1のように描ける。

社会には、多くの行動者がいて、行動することによっ

て社会あるいは自然に影響を与える。その影響が持続

性を乱すものでなければ受け入れられるが、乱す場合

は修正が必要である。ところで社会における行動者の

行動は、現代では科学的知識を根拠とするものが多い。

とすれば、行動の良否は、その根拠である科学的知識

およびその使用法に依存する。そこには知識創出者と

使用者の連帯があり、それぞれが行動を目標とした助

言と意思決定という役割を果たす。行動の評価は観察

型科学者によって行われ、その結果の良否に基づいて

設計型科学者が新しい助言を創出し、社会に送り出す。

それが行動者の行動の根拠になるのである。このよう

に、ここには情報の循環がある。この循環は言語が循

環によって進化するというFerdinand de Saussure［4］

によって明らかにされた仕組みに対応し、循環に従っ

て社会が保有する知識も進化する。この仕組みにおい

ては、だれも上に立って人々に行動を指示する者はい

ない。循環を駆動するのは個々の人の考案や考察であ

り、それはCharles Sanders Peirce［5］が人の知識の創

出過程の中心においたアブダクション（abduction）に

よって行われる。アブダクションの結果は仮説である

が、それがこの循環によって検証される。循環が繰り

返し行われた人類の長い歴史を通じて蓄積した科学的

知識と英知とは人類共通の財産であり、人々はこれに

基づいて行動するのであり、特定の個人が指示するの

ではない。科学的知識は科学者という専門家が保有し

責任を待ち、英知は万人がよりどころとするものであ

る。その結果、進化はときどきの飛躍を含むことがあ

るにせよ、基本的には連続的に、少しずつ起こる。こ

のことが、持続的進化を可能にするのであり、またそ

の進化が継続的な連鎖となることを約束している。

この図において、観察型科学者と呼べるものは自然

科学分野にとどまるものではなく、社会科学でも一般

に存在する。それどころか、観察による現象の説明は

社会科学の本来の姿である。情報循環を考えるときに

注意深く考えるべきなのは、設計型科学者である。自

然科学の場合、それは広義の工学者であるが、工学者

は、観察者の主役である理学的な科学が獲得する知識

とよく連結している。一方社会科学の場合、両者の間

に必ずしもよい連結があるといえないのが問題であ

る。前述のように、社会科学の場合、一つの学説は一

つの固有な社会像を描き出し、その実現がその学説に

属する科学者の至上命令になる可能性がある。これで

は観察型科学者の分析結果が一方的に行動者に流れ、

それに基づいて行われた行動者たちの行動の結果がも

たらした効果が再び観察型科学者に届くことがない。

ここには情報循環が存在せず、したがって持続的進化

はあり得ない。

ここで、歴史主義批判としてKarl Popperが主張す

る“漸次的技術”（piecemeal engineering）と出会うこ

とになる［6］。彼は、歴史主義が政策提言をホーリステ

社会の中の
行動者

政治家
政策立案者
行政者
事業家
経営者
管理者
技術者
教育者
報道者
作家
芸術家
司法官
等

（中立的助言）

知識提供
（科学的助言）

行動者
行動
（専門知識に
裏付けられた
行動）

現象
（行動者の行動
結果として
生じる現象）

（社会の中の科学者
＝中立な助言者）評価

（行動と現象との
関係についての
分析評価）

社会、地球環境

観察型科学者

設計型科学者
▲

▲

▲

▲

図1　持続可能な進化のための情報循環
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イックに、そしてユートピアとして提出することを批

判し、現実に技術者がとる方法、すなわち外からの批

判に耳を傾けながら、大きな目標として人々の福祉を

考えながらも決してそれを一気に解決する政策を考え

るのでなく、目前の技術的改良に努力する方法が、人

の行為が現実社会の全体に効果して社会に有意義な結

果をもたらす唯一の方法であることを主張する。

実はここでPopperに言及するのは、彼がこのこ

とを漸次的な“社会技術（social engineering、social 

technology）”であると言っているからである。彼の社

会技術の定義はのちに述べる我々の定義と完全に同じ

ものではないが共通点が多く、社会技術が社会理論の

ホーリステイックな適用であると解釈されていること

を批判する彼の主張は我々にとっても重要である。彼

は社会技術における技術も、科学技術における技術を

特徴づける漸次性を持つべきだと主張したのである。

すでに1957年に述べられたこのことは、いま改めて

重要な意味を持ってきたと考えられる。以下に、社会

技術という概念を使うために必要な項目を若干検討し

ておく。

3. 科学技術と社会技術
たとえば鉄道の敷設を考えると、その基本は鉄道技

術であり、諸設備の制作、敷設可能な場所の選出など

は科学技術でできる。しかしながらそれは必要条件で

あって、実際に敷設するかどうか、そしてどこにどの

ような鉄道を敷設するかを決めるのは社会的条件によ

る。利用方法、社会的効果の発揮、経済的効果創出な

どを詳細に考えながら建設のための仕様を決めなけれ

ばならない。そこで必要となるのは社会科学的知識で

ある。ここで明らかなように、科学技術的知識は建設

のための必要条件であり、社会科学的知識は十分条件

である。したがってこれらを併置して考えては問題を

正確に扱うことができない。このことを厳密に考察す

るために、ややなじみのない分類ではあるが次のよう

な分類を与えて考察を進めることにしよう。

科学的知識の分類をPeirceに従って行うと、図2の

ようになる。Peirceは、それから知識を抽出する現実

の対象としての現象を、科学が自然存在と人間存在に

二分していることを指摘する。ここでの例は行動であ

り、従うべき慣習と、作るに際して用いる物質とを取

り上げ、それが記述、分類、法則性という方法で抽象

化されてゆくものとする。慣習の抽象化体系を精神科

学と呼び（psychical science）、物質の抽象化体系を物

理科学と呼んだ（physical science）。実は両者は、科

学としては自立しそれぞれ完結するが、現実には相互

に深く関係している。Peirce が言っているわけでは

ないが、例えばナイフとフォークを考える。これを使

用する礼儀が定められているが、それは社会学の対象

であり、礼儀はある種の言語であり、またより基本的

には心理学的基盤を持っているに違いない。一方ナイ

フとフォークを作ることを考えると、それは鍛造と研

磨であるが、その方法は物質の性質に基礎を置いてお

り、性質は記述的なものから分類学的な化学、そして

法則的な物理学によって基礎づけられる。このように

して、技術は科学と関係なく歴史的に存在するもので

あるが、Peirceの抽象化に従って作られる抽象化され

た一般的知識としての科学によって存在根拠が合理的

で正当なものとなる。このように科学的知識に裏打ち

された技術が現代の技術なのである。Peirceによれば、

精神科学と物理科学とは統合して形而上学となり、数

学に至って知識が完結するが、ナイフとフォークの形

而上学や数学はここではとりあえず考えない。

ここでの関心は、現代の技術と上で呼んだ、抽象化

された知識を使用して創出した現実の技術的結果を提

精神科学 物理科学

科学の発展
（抽象化、学問化）
法則的科学

分類学的科学

記述的科学

実社会での行動

数　学

形而上学

心理学

言語学、人類学

社会学

力　学

化　学

地質学、地理学、
天文学、水文学

技術（製造技術）
技術（社会のルール、

礼儀）

図2　Peirce による科学の分類
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供しようとするときに、精神科学に属する知識と物理

科学に属する知識とが同時に必要になるという事実

である。Peirce でなく私の例である簡単なナイフと

フォークでも、それを正しく使用者に提供しようとし

たら、製造技術を使って作り、そのうえで使い方を教

えなければならない。さらに洗練された提供のために

は、物理学と心理学の理論が使われるであろう。この

提供は社会的現象であるから、それを正当に行う基礎

としての技術は社会技術と呼ぶのがふさわしい。この

ようにして社会技術は、精神科学と物理科学との両者

を基礎とする技術なのである。ここで対応をわかりや

すくするために、精神科学を基礎とする技術を精神技

術、物理科学を基礎とする技術を物理技術と呼んでお

くが、一般的な呼び名では前者は狭義の政策技術、後

者が科学技術に対応するといってよいかもしれない。

このようにして、（線型的考察の範囲内で）社会技術

とは、精神科学を基礎とする精神技術と、物理科学を

基礎とする物理技術の統合されたものとして理解され

る。概念図を図3に示す。

4. 社会技術の状況
より厳密に議論するためには、この二者に、図3に

示すように生命科学を基礎とする生命技術を加えて考

える必要があるのであるが、ここでは便宜的に生命技

術を物理技術に含めて考えることにしよう。さて、社

会技術が精神技術と物理技術の統合であるとして、現

実にそれはどのような状況にあるのであろうか。結論

を先にいえば、精神技術に比べて物理技術が不均衡に

進みすぎたために、正当な社会技術が成立していない

状況である。

ここで大まかに定義した精神技術は、精神科学に基

礎をおいているとしたのであった。したがってここで

言う精神科学とは、図2に示したように、社会学、人

類学、言語学、心理学などであり、人間の精神的な側

面についての科学である。これらは長い歴史を持ち、

大きな成果を持っている。しかし、ここで気付くこと

は、物理科学を基礎とする構成行為である物理技術と、

精神科学を基礎とする構成行為である精神技術を見た

とき、基礎と構成行為との関係が両者で異なっている

ことである。物理科学を基礎とする構成行為、すなわ

ち意味を持つ物理的人工物の産出は、少なくとも歴史

的に人類に安全と豊かさをもたらしたのであった。一

方、精神科学を基礎とする構成行為、すなわち精神的

に意味を持つ精神的人工物を精神科学に依拠して作り

出してゆく場面を考えると、それは必ずしも一般的に

使われているものとしては豊富な内容が思い浮かばな

い。教育心理学は体系化が進んでいる分野であるが、

例えば物理学の進歩によって高度な材料技術が発達し

たのに比べると、教育現場での教育心理学の使用は控

えめであるといわざるを得ない。むしろ思い起こすの

は催眠誘導、世論操作、民族浄化などの、異常な悪用

であるのは不思議なことである。前述の、イデオロギー

による社会革命もこの範
はんちゅう

疇である。こんなはずはない。

知識の増大は人類に良きものをもたらすはずである。

この原因として、何か知識使用に関する基本的問題が

あるからと考えるべきであろう。そこで、次のような

考え方によって考察を進めることにする。

私たちは工業製品が社会に受け入れられ、しかもそ

の性能が向上進歩していくのを体験している。工業製

品は物理科学に基礎をおく物理技術によって生み出さ

れた人工物であり、それが人類の安全と豊かさとをも

たらしたのは、持続的進化のループが作動していたか

らである。すなわち工業製品は、作られ、すでに確立

した市場に出て、購買者によって選択される。この市

場が十分に成熟し、人々の合意を得て経済的な仕組み

社会科学
社会

物理科学
物質

生命科学
生物

精神科学
人間

物理技術
生命技術

精神技術

社会技術

エンジニアリング工学
象徴

エンジニアリング工学
＝合成科学

図3　社会科学と社会技術
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として認知されているのが一般の工業製品の特徴であ

る。購買者の選択過程および使用過程は、販売状況、

使用済み製品などの調査によって明らかにされ、それ

が工業製品設計者へと送られる。それは設計変更され

る新製品に反映される。これは持続的進化である。

それでは精神科学に基礎をおく精神技術によって生

み出される“製品”に持続的進化があるのであろうか。

ここで便宜的に、この製品を“文化製品”と呼んでおく

が、それは教育、学習支援、専門的助言、心理冶療、

芸術作品、娯楽などであろう。これらが、工業製品の

場合のように、「ピースミールなアブダクションによっ

て駆動される情報が循環しているかどうか」を検討す

る必要がある。私の結論は、これが文化製品について

は未成熟であるということである。

たとえば大学教育で提供する教育の質の評価を考え

るとき、努力が続けられている公的な仕組みによる評

価が、教育を受けるものから見た評価と一致している

とはまだ言えないであろう。また、大学ランキングな

ども一面的である。初等中等教育では、評価はより難

しい。教育では、工業製品で循環を駆動するために重

要な役割を果たしている市場が未成熟なのである。し

かしながら、バウチャー制度などといい、工業製品の

評価システムの擬態を持ち込む愚劣な提案に惑わされ

てはならない。それは教育を経済に従属させる愚行で

あって、経済にとっても迷惑である。教育では、その

成果が社会全体に対して何十年も後に現れることを熟

慮しながら教育者と学習者（あるいは保護者）とが社会

の支援を受けつつ協調する固有の評価が必要であり経

済と関係がない。教育の経済学はもちろん必要である

が、それを個々の教育の評価と連動させてはならない。

そしてこのような評価に基づく改変は完成した理論に

よるのでなく、関係するものの参加により、ピースミー

ルに行われるのでなければならない。しかも改変は、

当事者の発案すなわちアブダクションによることが条

件である。ここでは詳述しないが、このいずれも十分

とはいえない。

持続的進化によって重要な、選択機構の中心にある

評価だけでなく、ピースミール、アブダクションの観

点から見ても、このように文化製品では未成熟である。

教育に限らず、芸術作品、娯楽などの状況を考えると

き、芸術や娯楽を正当に進化させる社会的仕組みが確

立されているとは言えず、それぞれに固有の仕組みの

確立が期待される。

ここで指摘しておくべきことがある。それは、前述

の工業製品の持続的進化を可能にする重要な要因とし

ての市場を可能にした技術は、物理技術ではなく精神

技術に属すると思われる。したがって市場の完成は精

神技術の成果である。精神技術の成果としての文化製

品の市場は未成熟といったが、物理技術の成果である

工業製品の市場は精神技術であるにもかかわらず成熟

している。私たちはこの点から学ぶものが多い。

3節に述べたように、社会技術が精神技術と物理技

術の統合したものであると考えるのであったから、両

者の状況から社会技術の問題点を抽出することが次の

課題である。上に述べた議論によって言えることは、

精神技術の成熟度が物理技術の成熟度より著しく低い

ということである。その結果として社会技術にどのよ

うな問題があり、それをどのように解決できるかを以

下に考察することにしよう。

5. 本格研究の社会化
私たちはまだ社会技術一般について述べる段階には

来ておらず、我々の直面する問題を解く過程でそれを

明らかにしていくしかないと考える。過去の歴史を見

ても、現実の問題を解きつつ理論が完成してゆくのが

技術を体系づける工学の発展形態であったのだから、

ここでもその形態をとるのがよい。したがってここで、

すぐさま体系的な“社会工学”を考えるのではなく、社

会技術を対象として、その態様、効用、要素などを現

実の例に即して考え、可能であればそれと並行して一

般化体系を考えてゆく。

ここで現実に即した課題とは、すでに述べたように

本格研究の社会化である。私たちは本格研究によって

産業で使用可能な科学技術知識を作り出した。しか

し、使用可能という必要条件の充足段階からさらにす

すみ、産業化が実際に起こる十分条件を満たすことは

決して容易でないことを知ったのであった。この必要



9

十分条件が社会技術によって生み出されると考えるの

がここでの論旨である。物理技術が必要条件を満たす

ために使われ、精神技術が十分条件を満たすために使

われるが、実は両者は独立でなく複雑に関係している。

しかしここで簡単のために以下のように考える。

産総研での研究成果は物理技術を基本としていると

考えることにする。本格研究であるから、そこでは決

して物理的側面のみを考えているのではなく、実際に

産業への適用を第2種基礎研究や製品化研究で考えてい

て、すでに産業のさまざまな精神的側面も考えている。

しかしここで、第2種基礎研究、製品化研究に次ぐ社

会化においては主要な側面が精神技術にあるといえる

から、大まかに（線形的思考で）精神技術を社会化にま

とめて考えるのである。このようにして、私たちのす

べての研究が、その内容が明らかでないばかりでなく、

持続的進化という観点からも未成熟な精神技術によっ

て社会化を実現するという課題を持つことになる。

さてここで、工業製品の市場が精神技術によって成

熟していることを思い出す必要がある。私たちは本格

研究の成果を“製品”と呼んでいるが、それは工業製品

なのであろうか、あるいは文化製品なのであろうか。

ここで論理的には難しい問題に直面するが、この問題

を論じることはここでは保留しておこう。それは、そ

のどちらであっても、本格製品の成果という製品は、

新しい人工物であって少なくとも確立して社会的に認

知された市場が存在しないという点がまず重要だから

である。まだ認知されていない市場に出ていくという

宿命は、従来にない新しいことを本質とする本格研究

が持っている本質的性質からいって避けられない。

このことから結論が導出される。あたかも市場の確

立していない文化製品を社会に出すのと同質の問題を

本格研究の社会化が持つ、ということである。そして

またそれは、ピースミールであり、アブダクションに

よらねばならぬ。

簡単にいえば、本格研究の社会化は、従えばうまく

いくような既存の一般的方法はなく、それを個別の場

合ごとに創出していかなければならないということで

ある。それは、各研究者はもちろんのこと、産学官連

携、知財、ベンチャーなどの研究関連部門ですでに現

在行われている努力そのものである。したがって、そ

れらの努力が個別的特殊なものとして蓄積されること

なくその都度行われながら、進化するものとして位置

付けられていないという点が問題なのである。それを

可能にするために、問題に対する理解と、蓄積の方法

の確立、そして現実的な組織の設置が必要である。こ

こには、産総研の全員参加が求められる。

その中で、社会技術の一つの典型がサービス工学で

あることを考えると、昨年設置したサービス工学研究

センターがこの本格研究の社会化という課題で重要な

役割を果たすことが求められていると思う。私たちに

とって最も身近なこの重要課題を放置してただ広く外

に社会問題だけを追っていては、かつての技術と社会

研究センターの轍
てつ

を踏むことになってしまうであろう。
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矢部　それでは、第14回となる理事長
との本格研究座談会を始めさせていた
だきます。今日は、企業と密接に関係
をとりながら苦労してこられた3人の
方です。新技術を実際に社会に持ち込
んでいく上で、どのような問題や関係
性が生じるのか、いろいろお話をうか
がいたいと思います。
　最初は、エレクトロニクス研究部門
の原さんです。よろしくお願いします。

次世代の半導体産業を見据えた技
術の新体系

原　私はミニマルファブの創造という
仕事をやっています。大学時代は半導
体デバイスの基礎問題を研究しました。
具体的には、半導体に電極を付けて電
気を流すとダイオード特性になるので
すが、それがどうばらつくかを研究し
ていました。
　ばらつきというのは製造の基本問題
みたいなものですが、当時の私はそれ
を意識せずに、物理の立場から、それ
をもたらす物性要素を特定したいと一
生懸命にやっていました。ところが、
実験するたびに違った値が出てくる。
皆さんも経験されていると思うのです
が、やればやるほど違う。「ああでもな
い、こうでもない」と、年に何百回も
電極を蒸着してつくった数万個分の電

極データをとっていました。
　理化学研究所でのポスドク任期をお
えて旧電子技術総合研究所に入った後
も、この問題が頭にこびりついていた
ので、ショットキー電極で追究を続け
ました。不安定要素を徹底的に排除し
ようと、ナノテクノロジーの最先端技
術をどんどん取り込み、また自らそ
れを生み出しながら、原子レベルでの
精
せ い ち

緻で完全な構造づくりに取り組みま
した。これが結果的にはうまくいって、
ステップ1として、「不純物を徹底的に
排除して界面の電子状態を完全に制御
すること」ができるようになりました。
　ところがそこで、はたと考え直しま
した。そもそも、誰もできないような
ハイレベルの制御をやったとして、本
当に世の中の役に立つのだろうか。私
がやってきたことは、結局は、原子レ
ベルで界面をきれいにする環境制御で
す。ということは、もしそれがもとも
ときれいなものだとしたら、汚くなら
ないような方法をとれば、つまり環境
をきちんと制御してやれば、こんなに
苦労しなくて済むのではないか、と強
く認識するようになりました。
　そこで、「実験環境を完全に制御する」
というステップ2に仕事を移したので
す。このシステムをつくったところ、
いとも簡単に、物性のばらつきが消え
てなくなったのです。1年間やって平

均値を求めていた作業が要らなくなり、
自分でも画期的な成果だと思いました。
これは使ってもらえると思っていろい
ろ試みたのですが、皆さんの理解がそ
こまで行かず、5年、10年と苦しい時
代を過ごしていたのが、ちょっと前ま
でです。
　そうこうするうちに、ようやく半導
体産業界でも、工場内の微粒子を局所
的に制御するシステムを導入しはじめ
たのです。これは私がやってきたこと
と本質的に同じで、工場では微粒子し
か制御しないのですが、私のほうはガ
ス分子もきちんと制御する。そのぶん
進んでいて、結果的に、次世代のシス
テムになっていました。「原さんがやっ
ている仕事はいいね」と皆が言ってく
れるようになりました。
　そんな時に、局所クリーン化の本を
書いてくれませんかという依頼が来て、
一般向けの技術書を書きました。それ
がステップ3です。執筆に当たって、
工場のことも調べる必要があり、一生
懸命に勉強することになりました。工
場のことはもちろん、会社にも、開発
の死の谷、生産の死の谷、市場化への
死の谷があることが見えてきました。
　突き詰めると、結局は半導体産業自
体が巨大化していることに問題がある
のではないか、それゆえに、やりきれ
ない部分があるのではないか、という

座談会：　

企業との連携における本格研究の展開
吉川 弘之

原 史朗
赤井 智子
澤田 浩之

小野 晃
矢部 彰
小林 直人
赤松 幹之
内藤 耕

理事長

エレクトロニクス研究部門　
環境化学技術研究部門（現、企画本部）
デジタルものづくり研究センター

副理事長
理事・広報部長（司会）
理事
人間福祉医工学研究部門長
サービス工学研究センター次長
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ことなのです。そこで「ミニマルファブ」
という概念に到達しました。つまり工
場の製造装置を全部小さくしてしまう。
極端に言えば、それぞれを30 cmくら
いの装置にして、ウエハーサイズもずっ
と小さくして、扱う単位も小さくして
やる。そうすると、私たちがつくって
いるような小型装置でも、そのまま生
産に移行できる。投資額が5億円くら
いで済むような産業を想定してやれば、
すべての死の谷は浅くて幅の狭いもの
になるはずだ、と考えました。それが
ステップ5という最終形のイメージで
す。
　しかし実際に最終形に到達するのは
簡単ではない。製造工程というのはシ
ステムであって、要素技術を集積した
ものが工場だからです。工場には工場
としてのコア技術があるのです。それ
が、私は搬送系だとにらんでいます。
そこを整えさえすれば、おそらく死の
谷は相当容易に渡ることができるはず
だと考え、実際、すでに微粒子とガス
の両方を遮断できる新しい搬送システ
ムを開発中です。しかし、それでもなお、
それだけで済むほど世の中は甘くない。
そこに至る過程で、業界ときちんとす
り合わせをしていかなければいけませ
ん。コア技術を開発しつつ、想定ユー
ザーとの議論の仕組みを作ること。そ
れが、ステップ5の最終形に向けて現
在進めているステップ4です。

企業との研究会を組織化

原　まず産総研の中で「半導体システ
ムイノベーション検討会」をつくって、
志を同じくする有能な研究グループ長
10数人に集まっていただき、ミニマ
ル・マニュファクチャリングのテクノ
ロジーをどんどん取り入れていくこと
を始めました。もちろんそれだけでは
足りないので、「ファブシステム研究会」
を16企業・2大学とともに組織しました。
　半導体メーカー、製造装置メーカー、
部品メーカー、建設メーカー、ソリュー
ションビジネス会社など、あらゆるジャ
ンルの会社が入りました。企業同士と
いうのは横並びの近いところはお互い
によく知っているのですが、大きなス
キームになると、知らない部分が多い
のですね。結果として、とてもよい研
究会になり、この半年で非常に有効な
議論がなされ、将来のシステムについ
て多くの議論ができました。
　応援もたくさんいただきました。一
例を紹介させていただきます。
　「ファブシステム研究会には期待して
います。ロジックLSIのような多品種
少量を製造するラインや、研究開発用
の試作ラインにはミニファブが必要で
あるという要求が、近々出てくるもの
と予想しています。その日に向けて、
産総研を中心とした研究開発活動を継
続していくことはとても重要だと思い
ます。環境対策も含めての半導体技術
立国・日本の力を国内外に示したいと

未知現象を観察、実験、
理論計算により分析し
て、普遍的な法則や定
理を構築するための研
究をいう。

複数の領域の知識を
統合して社会的価値を
実現する研究をいう。ま
た、その一般性のある
方法論を導き出す研究
も含む。

第1種基礎研究、第2種
基礎研究および実際の
経験から得た成果と知
識を利用し、新しい技
術の社会での利用を具
体化するための研究。

巨大化する半導体産業の
問題を解決するため、

装置もウエハーも
扱う単位も小さくする
「ミニマルファブ」を

提案し、実現をめざす。

原 史朗
はら しろう
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思います。」こうした企業の意識を受け
て、彼らと相談しながらイメージをつ
くっていけば、「ハズレない開発」がで
きるのではないかと思っています。現
状はそこまできています。

小林　具体的には何をつくるのですか。

原　主に集積化デバイスですが、数で
言えば、10万個くらいまでのものであ
れば、おそらくこのミニマルファブが
最適だと思います。大量生産を否定し
ているわけではなくて、それに向いて
いないものを大量生産工場でつくって
いるので、問題が生じているという認
識です。

小林　地球温暖化対策やエネルギー低
減という課題もありますね。全体をク
リーン化するより、局所、局所をクリー
ン化する。世の中のトレンドはどうで
すか。

原　その方向に進んでいます。局所ク
リーン化は解決策の1つですが、重要
な柱であるという認識は、私たちより
企業の方から強く出ています。技術と
してはすでにあるので、それをどう進
歩させるかという段階に来ています。

小林　今後の半導体工場はどのような
イメージになりますか。

原　相当に省エネ型に進んでいくと思
います。現状では、24時間すべてを稼
働しているために待機電力を膨大に浪
費しており、業界はこのようなところ
に取り組むべき重大な課題がたくさん
あることにやっと気がついたところで
す。例えばモノが入ってくる時だけ真
空引きすることによって、消費電力が
数10分の1になったという例があって、
簡単なところから工場での取り組みが
始まっています。

小林　本当の研究・開発・製品化のラ
インから考えたときに、もっと別のや
り方があるという話はありますか。

原　いろいろ出てきています。１つは
「レトロ・フィット」と言って、古い世
代の装置（レトロ）に適合する（フィッ
トする）工場です。今後は、300 mm
とか450 mmといった大口径ウエハー
用の工場は投資額が膨大となってしま
い、結局は建設不可能だというのが、
私たちの研究会の共通認識としてあり
ます。つまり、大規模な工場を建てずに、
業界は装置メーカーも含めてどうやっ
て利益を確保していくのか。「今の工場
をピカピカにしていくんだ」というの
が、私たちの半年間の議論から出てき
た重要な結論です。既存の半導体工場
は、4、5、6、8インチのウエハーを扱っ
ています。そこで局所クリーン化とか
省エネを進める。また、温度を1000 ℃
まで上げるのに30分かかるハーネスは
やめて瞬間的に加熱するとか、いろい
ろな方法で消費電力は減らせるので、
そうした試みをどんどん進めていく。

理事長　現実の工場で、それらをどう
いうふうに持っていくかがポイントで
すね。大きな流れで見たら、今までの
生産技術は自動化とか量産化でコスト
ダウンしてきたわけです。今度はエネ
ルギーのコストを下げるために、製造
システムの原理が変わってくる、とい
うことですね。その中で、今おっしゃっ
たレトロ・フィットが主流になるので
しょうね。しかし、レトロ・フィット
は日々の革新です。なかなか進まない。
併せて、飛躍的な革新につながるミニ
マルファブを創造することはとても大
切です。そのために、当然のことに新
しい技術も必要になります。これはも
ちろん企業側にもあるのだけど、やっ
ぱりプロトタイプは産総研がつくった
ほうがよいと思う。メーカーだけにま
かせておくと、機能、安全性、環境性

能などが、どうしても甘くなるように
見えるからです。

原　本当にそう思います。現実的な夢
を詰めるために、ファブシステム研究
会では、互いに批判し合いながら洗い
出しを進めています。研究課題は何か、
技術課題やいろいろな意味でのビジネ
ス課題は何か。私たちの間違いや独り
よがりもなくなってくると思っていま
す。
　実は皆さんに秘密や本音を語っても
らうために、ちょっと苦労しました。
つまり、ただ集まるだけでは、お互い
に疑心暗鬼になって話してくれない。
そこで、産総研と18組織がすべて、１
対１の秘密保持契約を結びました。そ
うすると普通、A社との契約について
はB社とは話せないことになるのです
が、契約書に「秘密保持内容は別途協
議する」と書いておいたのです。その
上で、「オープン事項はこれ、クローズ
事項はこれ」と最初に皆さんにあらか
じめ約束ごととして提起しました。具
体的には、企業の皆さんがお困りの現
場課題はクローズで議論する。しかし、
その議論から共通課題が引き出されて
くる。これはもう一般的な課題です。
その一般課題と解決策を考える。その
成果を、名簿付き提言レポートとして
オープンにするという仕組みです。皆
さんでこうしたい、ということの総意
を得たのですから、それを世間に知っ
てもらえば、仕事が進みますので、オー
プン化は歓迎すべきことです。
　このように周到に仕組みを整えたお
かげで、他社には話せないようなこと
も次々に話してくれるようになり、私
たちは本当の現場の問題を知ることが
できました。しかも、これまではお互
いに知らなかったけれど、「こんなに同
じ問題を抱えていたのか」と皆が共通
の現実を知ってびっくりし、「産総研さ
ん、ありがとうございます」となった
のです。何か問題が生じたとき、A社
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からB社には直接は話せないものです
から、私たちのところに必ず相談にこ
られ、交通整理をすることになるので、
この研究会はシステム上、自然と産総
研主導になっています。これはわりと
簡単な仕組みなので、ほかでも応用で
きるのではないかと思います。

小林　秘密の多い分野だとは思います
が、公開できる情報にはどんなものが
ありますか。産総研として出していき
たいと思うのですが。

原　構想自体は私たちが生み出したも
のです。まず、基本的なコンセプトを
260ページの研究会レポートの一部と
して掲載して公開しました。ただ、詳
細の重要技術のところは、特許に近い
ものになってくるので、そこは中にと
どめておくことにしています。

小林　論文はどうですか。

原　これについて論文は一切書いてい
ません。コンセプトと技術的詳細を英
語で出してしまうと、たぶん日本より
10年くらい早くやられてしまうからで
す。意志決定スピードの遅い日本の会
社には本来的に技術があり、彼らと一
緒に進めたくて、一生懸命に今やって
いるのですから。

矢部　日本の半導体産業の将来はどう
ですか。

原　幻想を追って大量生産技術を進め
るのではなく、現状をきちんと認識す
るように変わってきつつあります。そ
ういう意味からも、まだまだ日本は行
けると思います。

関西センター伝統のガラス研究か
ら環境技術を目指す

矢部　次に、環境化学技術研究部門の

赤井さん、よろしくお願いします。

赤井　環境ガラスの研究についてお話
しさせていただきます。現在の関西セ
ンターの前身である大阪工業技術研究
所というのは、伝統的にガラス研究の
強いところです。昔から重金属のガラ
ス固化とか、多孔質ガラスなどのユニー
クな研究や技術が培われてきました。
私自身は2000年くらいまではNMRを
用いたガラスの構造解析という、応用
とは全く無縁の基礎研究をやっていま
した。ただ、独法化を迎えて、このま
ま基礎研究だけを続けることに限界を
感じ、思い切ってテーマを変え、実用
に近いところの材料研究を始めました。
当時は着色ガラスのリサイクル研究が
多くとりあげられていました。技術で
何とか解決しようと、JST（独立行政
法人 科学技術振興機構）から予算をい
ただき、まずガラスから着色金属を抜
く技術の研究を一生懸命行いました。
　しかし、リサイクルのコストという
のは1 kg当たり5円程度が目安である
という壁に当然ぶつかりました。つま
り、まともな化学的なプロセスはリサ
イクルには使えない。私自身、これに
はものすごく悩みました。そこでコス
トの壁を越えるためには、リサイクル
をすると同時に新しいものをつくると
いう技術の方向性を考えました。この
時に偶然見つかったのですが、重金属
を脱離して得られた多孔質ガラスに少
しだけ金属を混ぜて適当な条件で焼き

ますと、高機能な蛍光ガラスになるこ
とです。普通は発光させようとして添
加剤をたくさん入れてしまいますが環
境リサイクルということで、この逆の
アプローチをとっていたので、数100 
ppmというわずかな濃度を入れただけ
で、こうした新しいガラス材料が得ら
れたのでした。
　この成果を発表すると、廃材を処理
すると同時に今までにない新しいもの
をつくるという発想がおもしろい、と
かなり評判になりました。ところが、
環境と言いながらも、性能が安定しな
いのではないか。テストしてみるとそ
んなに不安定ではないのですが、企業
の方からは「不安定でしょう」と言わ
れて使ってもらえないということにな
りました。実はこれはガラスそのもの
の性能が面白いので、今もバージン材
料を用いて研究は進められていますが、
リサイクル研究としては最終的には失
敗に終わりました。当時ほかにもあっ
たガラスのリサイクル研究はすべてコ
ストの問題から事業化しないことに
なってしまい、打ち切られることにな
りました。
　ただ、この失敗から、リサイクルを
含めた環境技術にはいくつかの原則が
あるのではないかということを学びま
した。例えば、この技術であれば、ペ
イするだけの有価金属を回収できるよ
うなケースと、廃棄した場合に許容で
きない環境リスクがある有害金属を脱
離するケースの2つしかありません。

ブラウン管用鉛ガラスの処理技術、
有価資源の回収技術、

新しい照明用蛍光ガラスの開発に
継承されてきた技術を活かして

取り組み中。

赤井 智子
あかい ともこ
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最初から考えればわかるような話では
あるのですが、失敗という体験から得
たものは全く身につき方が違うように
思います。
　やみくもに研究を始めても前の二の
舞になると考え、どういうテーマに取
り組めばよいかという問題抽出を考え
ました。ガラスリサイクルの研究が終
了した時期と材料開発に関した冬の時
期が重なり、これから3年くらいの期
間は大きな研究資金も途切れるし、正
直なところ、非常につらい時代でした。
ただ、この間に企業と共同研究をさせ
ていただいたりして、何が今後必要な
のかが、少しずつわかってきました。
製品化ということでいえば、いろいろ
難しい面もあります。企業が製品化す
る場合市場化までは秘

ひ と く

匿することにな
りますが市場規模の大きい製品ですと
4 ～ 5年はかかります。（公的機関の）
研究者にとってはこのような長い秘匿
は耐えられないところがあります。一
方で導入が難しくない市場規模が小さ
いものを市場化するとそれはそれで評
価される面もあるのですが、反面、研
究者社会では「そんな小さなことをやっ
ているんですか」と評価が下がる面も
あり、数多くはできない。難しいとこ
ろです。
　このように収益にかかわる部分
に関与する一方で、工業会でRoHS

（Restriction of Hazardous Substances）
対応のための分析方法の規格化や、産
技連ガラス材料技術部会の設立などに
かかわらせていただき産総研が公的機
関として期待されている面も強いこと
も感じました。
　さまざまな情報を元にテーマを設定
していく上で、私たちはガラスという
マイナーな研究分野ですので、皆さん
がよくわかる必ず解決せねばならない
大きな課題をまずとりあげ、次に、そ
れを解決するためにはこういう方法し
かないことを提示し、その中で、私た
ちの技術がとても重要なポイントを占

めていることを示すということも考え
つつ次のテーマを設定しました。

環境に関する新しい研究課題

赤井　現在、私たちが環境とガラスと
いう点でできることとして3つを考え
て実行を始めました。まず、第1は有
害物質の脱離です。ブラウン管テレビ
のガラスには鉛が入っています。日本
ではブラウン管テレビは販売されなく
なっていますが、中国や発展途上国で
はまだブラウン管テレビが販売されて
います。今はその原料のガラスとして
リサイクルされていますが、次第に薄
型テレビに移ってきてブラウン管テレ
ビの廃ガラスが余ってきています。も
う1つ、わが国では2011年に地上デジ
タル放送への全面移行という大問題が
控えています。これまでのブラウン管
テレビが大量に廃棄されるので、その
時に鉛ガラスをどうするのか。これに
ついては、今答えはありません。私た
ちは、鉛ガラスから鉛を抜く技術を開
発していますが、鉛を抜くとコストが
かかります。もし、鉛を抜かずにガラ
スのままどこかに保管した場合どの程
度のリスクがあるのかを評価して、そ
の上でコストをかけるかどうかについ
て判断する必要があり、それがないと
情報としても意味をなさないわけです。
私たちはガラスから鉛を抜くとか、ガ
ラスからの鉛浸出量を検討するのは得
意ですが、環境への拡散リスク評価と
なると全く素人です。ただ、産総研が
強いと思ったのは、異分野の研究者が
たくさんいることです。地質分野に環
境リスクを専門とするグループがあり、
一緒に研究することで、社会に必要と
される情報を提供できる研究体制が整
い、3年以内にはデータを提供するこ
とを目的としています。
　第2の課題は有価資源の回収です。
蛍光ランプやディスプレーのバックラ
イトには蛍光体が使われていて、紫外

線を当てて光らせています。テルビウ
ムという希土類元素は、一番輝度の高
いグリーンの蛍光体に使われています
が、近いうちに供給不足になるともい
われています。そこで、回収した蛍光
体から先ほどの抽出法で回収できるの
ではないかということで研究を始めま
した。異分野融合の場でもある産総研
のレアメタルタスクフォースでリサイ
クルの専門家と話をすることで、さま
ざまな技術が組み合わさりテーマ化を
検討しています。また、リサイクル研
究で見出された蛍光材料は希土類の使
用量が少なくなる可能性やこれまでの
結晶材料とは異なっているということ
から期待感もあり、用途展開が見えて
きています。
　第3の課題は、水銀フリー光源への
対応も含めた先ほど出てきました蛍光
ガラス製品の開発です。ある材料を使っ
たデバイスをつくるということは時間
がかかる。まず、見ないと発想が浮か
ばないところもあるので中間的なデモ
デバイスをつくって見せることは重要
です。やっとデモデバイスができたと
ころですが、「はまった」使い方をこれ
から見いだしていくところです。その
先には、生活快適型の省エネに対する
応用など大きく開けるものもあるよう
に思いますが、時間もきましたので、
このあたりにしておきます。

理事長　失敗からの学習ということで
すが、これらの技術がリサイクル方法
が製造の問題も含めて解決していくの
でしょうか。これまで、実際の製品製
造に対して、廃棄物処理コストは入っ
ていませんでした。ところが環境問題
の意識の高まりで、処理コストを最小
化するためにもともとの製造を変える
必要性が出てきているということです。
これからはリサイクルをしないともの
がつくれない時代になる。

赤井　最近、リサイクルできないもの
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はつくらないようになっていますので、
5 〜 10年後には有害物質などは表舞
台から消えていき、いずれはこういう
問題はなくなっていくたぐいのものと
思っています。

理事長　なくなっていくとすれば重要
なことですね。廃棄物をどうするかと
いうことが、製造物そのものに依存し
ているわけだから、製造と廃棄が組み
になって初めて解決できる。そう考え
ていくと、何も下請けで廃棄物の処理
をやっているわけではないのですね。
独自の視点に立って、新しい製造法を
支援している、デザインしているとも
言えると思います。そういう背景は、
多くの人々がもっと認識すべきですね。
いずれにせよ、廃棄するのに困るよう
な工業製品はつくらないという流れは、
もうできているのですね。

赤井　そうですね。ガラスについては
進みつつありますが、液晶ディスプレー
などは、リサイクルしなければいけな
いと言っているのですが、まだ難しい
問題も多くあるようです。ただ、将来
的にはリサイクルする方向に行くのは
必然だと思います。

理事長　とにかく低コストを争うとい
うところがあって、廃棄物処理の話が
どうしても出てしまう。それが社会コ
ストになる。

赤井　そうです。

理事長　自動車のフロントガラスも、
何かやられているのでしょう。あれは
中に何か入っているようですね。

赤井　フィルムのようなもので接着し
ています。

理事長　あれだって、もっと扱いをし
やすくすればよいですよね。最先端の

ものはどんどん性能はよくなるけれど、
廃棄物として処理しやすいかどうかは、
だいたいそれと逆になるということで
すね。丈夫で壊れにくく、デリケート
な性能が入るというのは、やっぱり廃
棄物処理しにくい。そこを解決するの
が大革命ではないですか。

赤井　今それが始まりつつあります。
例えば、レアメタル代替の材料開発に
見られるようにできるだけ資源を使わ
ないようにしてつくるとかです。また、
今までと同じ性能を保ったままリサイ
クルしやすいものにしていく。つまり、
成熟した既存分野に新しく技術開発要
素が生まれるということです。

理事長　そこはガラスに限らず重要な
課題なのですね。それについても、明
快に打ち出さないといけないかなと思
いますね、社会に対して。今の経済学
でも、そのあたりについて当然考えつ
つあるのだけど、1つ1つ違うでしょう。
ガラスのつくり方にしても。そのへん
の詳細な議論を詰めていって、いずれ
法律化していくことになる。そういう
時代になるだろうと思っているのです。

製造業の IT 化を支援する MZ
プラットフォームを開発

矢部　次はデジタルものづくり研究セ
ンターの澤田さんです。

澤田　私たちは製造業のIT化を支援し
ています。ものづくりの重要性はよく
言われていますが、それを下から支え
ている中小企業では、IT化は進んでい
ません。昨今、短納期や多品種への対
応が必要となっています。また、品質
保証の責任も求められている。そして、
トレーサビリティーも確保していかな
ければならない。ところがいろいろな
情報のやりとりを紙の帳票や伝票に依
存していたのでは、これをやっていく

のがつらい。そうするとどうしてもIT
化していく必要がある。これはどの企
業でも認識しています。
　ところが、IT化しようとしても、市
販のソフトにはなかなか合ったものが
ありません。そこで、ソフトウエアベ
ンダーにオーダーメードでつくっても
らおうとすると、数百万、数千万と莫
大な値段になってしまう。また、最近
よく聞くのが、昔使ったシステムを今
の仕事の状況に合わせて修正したいの
だけれど、修正ができないということ
です。結局、新たにお金がかかってし
まうのです。
　それなら、全部自社でつくればいい
かと言いますと、ITシステムの専門知
識が不足していてできない。そこで私
たちは、特に高度なITの知識がなくて
もシステム開発できるようなツールを
提供して、自社開発を実現させようと
しているのです。
　具体的にどういうものかというと、
これまではITシステムをつくるには
プログラムを書かなければなりません
でしたが、それをやめて、ソフトウエ
アの部品、コンポーネントというもの
をいくつも用意しておいて、組み立て
ブロックを組み上げるようなイメージ
でつくり上げていく形にする。そうす
れば、あまり負担なくつくれるのでは
ないか、というのがそもそもの発想で
した。
　このコンポーネント方式のシステム
開発技術を確立するために、開発当初
の課題として、本当にコンポーネント
方式でよいのか、実用システムをつく
れるのか検討しました。組み立てブロッ
クのようなものでは、オモチャ程度の
ものしかつくれないのではないかとい
う懸念がありました。もう1つは、そ
の有用性が立証できたとして、コンポー
ネントとしてどういうものを用意すれ
ばよいのかです。汎用性と多様性は確
保しなければならない、どの企業のシ
ステムにも対応できるようにしなけれ
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ばならない。そうすると、たいへん細
かい機能を持ったコンポーネントを多
数用意するほうが有利になりますが、
それでは開発の効率は上がらない。通
常のプログラムを書くのと同じになっ
てしまうので、どの程度のものを用意
すればよいのかという問題です。
　この解決のためにどうしたかという
と、実際に企業に行って、その会社の
システムをつくってみました。企業で
は、特に先ほどのトレーサビリティー
の確保という点から、工程管理とか生
産管理の面でかなり大きな問題を抱え
ていることがわかりました。聞き取り
調査を行い、仕事の内容を教えてもらっ
て、現状の仕事にどういう問題点があ
るのかといった業務分析を行うなど、
ほとんど経営コンサルタントみたいな
ことをしたわけです。しかし、実際に、
システム設計、プログラム作成などを
行って、コンポーネント方式で実用シ
ステムがつくれることを例証すること
ができました。
　次に行ったのが、コンポーネントの
標準化です。最初のシステムはコンポー
ネント方式がきちんと使えることの検
証用でしたので、それぞれの企業に固
有のコンポーネントをつくって開発を
行いました。つまりほかの企業では全
く使えないコンポーネントを使ったの
です。その後で改めて、その中で標準
機能として抽出できるものはどれか、
また標準機能をどのように組み合わせ
ればよいかを検討しました。

　例えば、最初は企業固有のデータを
扱うためのコンポーネントをつくった
わけですが、それをやめて、一般的な
データベースを活用するコンポーネン
トと、そのデータを整理するためのコ
ンポーネントを用意してやれば、さま
ざまな仕事に対応できることがわかり
ました。そういった形で汎用性を高め
て、標準のコンポーネント約180種を
整備し、さまざまな事例を通じて必要
な機能のほぼすべてがカバーできるこ
とを確認しました。
　このように実用システムをつくる機
能は整ったのですが、ここで壁にぶつ
かりました。せっかくつくったシステ
ム、例えば技術情報の管理、工程管理
のシステムをつくったのですが、それ
らは使ってもらえなかったのです。そ
こで、どういう問題があるのか、企業
への聞き取り調査を行いました。つくっ
たシステムの機能は実用レベルにある
という評価はいただけたのですが、こ
のシステムの維持管理、業務展開、運
用を担う企業内の人材の確保や体制の
整備ができなかったのです。
　結局、私たちはオーダーメードした
場合の問題点と同じ轍

てつ

を踏んだわけで
す。つまり、オーダーメードでシステ
ムをつくった場合には、企業内での維
持管理ができないということです。こ
の問題は認識していたつもりだったの
ですが、自分たちがやってみたときに、
やはり同じ落とし穴にはまってしまっ
た。そこで、やっぱり企業内で人材を

育成しなければならないと考えました。
その後は啓発活動、サポート体制の構
築、人材育成の重要性を認識して進め
ています。

啓発・サポート体制・人材育成こ
そが大事

澤田　啓発活動というのは、企業の経
営者の方に、IT化したいのなら、まず
社内の仕事の仕方を考えなければなり
ません、ときちんと伝えることですね。
次がサポート体制。私たち産総研だけ
では全国の企業をカバーできませんの
で、なるべく地元の公設研などと協力
して、地域に密着したサポート体制を
つくっていく必要があります。
　残りが人材育成。これは2つあります。
企業内の人材もそうですし、実際に企
業の指導ができる人材をそれぞれの地
元に育成する。そのための私たちの基
本的な立場は、質問には答えるが手は
出さない、というものです。「こういう
ことをやりたいのですが、どうしたら
よいでしょうか」と言われたときには
答えますし、必要であればサンプルを
提供することもあります。でも、「こう
いうものをつくってください」という
要請には応じない。ヒントを与え、助
言はするが、つくるのは自分でやって
くださいということです。そうしない
と人材が育たないからです。
　実際の成果の例ですが、大分県のプ
ラスチック射出成形企業があります。
ここは大分県産業科学技術センターの
研究員の方が指導して、社内のシステ
ムをつくり上げました。そのシステム
で昨年度、九州経済産業局の賞を授与
されています。
　長崎県の企業では、工業技術センター
の紹介で、ソフトウエアベンダーのサ
ポートにより工程管理のシステムを開
発しました。システム開発をするとき
にはきちんと社内の体制を整えてくだ
さい、と最初に伝えてあり、4名ほど

中小企業のIT化を
助けるために、

コンポーネント方式の
システム開発技術を作成。

啓発・サポート・人材育成に
全力を注いでいる。

澤田 浩之
さわだ ひろゆき
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の社内のチームでメンテナンスやその
後のシステムの拡張をしています。
　佐賀県の金型製造企業は、社長の息
子さんが産総研で技術研修を受けて、
そこでシステム開発のスキルを身につ
け、その後は1人で全部、システムの
維持管理、開発をしています。最初は
1つのラインのシステム開発だったの
ですが、現在はそれを複数のラインに
展開されているそうです。この場合も、
LANなどのハードウエア部分の整備は
どうしても知識が追いつきませんので、
ソフトウエアベンダーのサポートを受
けながらやっているとのことです。現
在、このMZプラットフォームは、商
売をする場合にはTLO（技術移転）契
約を結ぶことが必要で、契約締結済み
のソフトウエアベンダーは7社です。

理事長　すばらしいですね。いつから
始めたのですか。

澤田　2001年から始めて、2004年から
公開しています。

小林　コンピューターの知識がない小
企業にも使ってもらいたいということ
ですか。

澤田　そうです。これはプログラミン
グのツールですので、ユーザーが全て
を自力で作り上げるのが究極の目標に
はなっています。ただ、実際にはそれ
は難しいので、ソフトウエアベンダー

のサポートですとか、あるいは公設研
究機関の方が少し手伝う形で開発して、
ある程度できあがって土

ど だ い

台ができてし
まえば、あとはエンドユーザーがうま
く利用していくのが現実的です。

小林　こっちで全部つくってあげては
いかがですか。

澤田　そうしたら、使ってもらえな
かったということです。

理事長　理想的には、最初のお話のよ
うにサポートがあって、コンポーネン
トはブラックボックスになっている。
ITセンスがなくても、そのコンポーネ
ントを組んでいけば使えるというのが
理想なのですね。それを理想としたの
だけど、なかなか難しいという話。

澤田　結局、コンポーネントはブラッ
クボックスなのですが、考え方の問題
なのです。システムをどうつくってい
くかという考え方に慣れていないので
す。

理事長　コンポーネントを使いこなせ
ない？

澤田　そういうことですね。

理事長　それを企業自身にやらせるほ
うが、プログラミング能力を持たせる
よりはいい、ということかな。

澤田　そうです。ただ、まだシステム
の構成を考える力、すなわち設計能力
のサポートまではできていません。最
初は、プログラム作成の負担を軽くす
ればよいと思っていたのですが、そう
ではなくてむしろ、設計能力の欠如が
見えてきたのです。
　よく例えに使っているのが、ウッド
デッキをつくる話です。ホームセンター
で製作キットを売っていますし、ドラ
イバーがあればつくれるのですが、で
は誰でも理想的なものをつくれるかと
いうと、それはもう設計能力にかかっ
ているわけですね。家の庭を見て、こ
ういうのが欲しいから、これとこれを
買ってきてこう組み合わせればよい、
というのが設計能力。これがないとつ
くれない。単にのこぎりを使えるとか
のレベルではない。そのことがかえっ
て明らかになったのです。

矢部　今日のお三方の話を聞いて共通
するのは、企業との連携の実際の体験
における死の谷の経緯ということです
ね。そのフェーズに今日の皆さんは入っ
てきていると思います。例えば澤田さ
んは、コンポーネントをつくること自
体はある意味でできたけれど、実際に
それを本当に使ってもらわないと製品
にならないわけですね。原さん、赤井
さんも同じだと思います。そうした経
験をぜひ「Synthesiology」に書いてい
ただきたいと思います。今日はどうも
ありがとうございました。

ものづくりの基本を
産総研から提案していきたい。
リサイクルを考えれば、
廃棄物処理しやすい
設計・製造法が新たに
生まれる。

吉川 弘之
よしかわ ひろゆき
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原 史朗 （はら しろう）
 

エレクトロニクス研究部門
先端シリコンデバイスグループ

早稲田大学理工学部助手、理化学研究所基礎科学特別
研究員を経て、1993 年、電子技術総合研究所入所。
ショットキーダイオードの特性ばらつきの根源を追い
求め、その原因究明のために、局所クリーン化リサー
チシステムを開発。2001 ～ 2002 年 財団法人 新
機能素子研究開発協会 研究開発部統括部長兼企画室
長。著書「局所クリーン化の世界」。ファブシステム
研究会代表。

持続可能な２１世紀型産業構築のための本格研究

ミニマル生産システムを創造する

最小単位の製造により、産業を持続可
能に革新する

消費の無限拡大が破たんした今の時
代、生産規模拡大を前提とせず、必要
なものを必要な時に必要なだけ生産す
る、持続可能な生産システムが求めら
れています。そのソリューションの1
つは、生産規模が最小単位の小さな工
場～ミニマル生産システム～であると
考えてきました。特に、大規模な過剰
生産システムに苦しんでいる半導体製
造システムは、それを応用するのにふ
さわしい産業であるといえます。

モノの生産単位を最小化するという
ことは、半導体の場合、商品である集
積回路チップ１個が作れるハーフイン
チサイズのウエハーを用いて製造する
ことに帰着します。

では、この公理とも言うべき基本概
念をどのように実現すれば良いでしょ
うか。まずは、製造装置を開発するこ
とでしょう。扱うものがハーフインチ
ですから、装置はそれぞれ30 cmくら
いの大きさで良いということになりま
す。

ミニマル型装置
ミニマル生産を担う装置は、大変

ローコストになります。なぜなら、量
産システムでコストの大部分が費やさ

れている大口径均一製造のために装置
内に仕組まれた複雑な構造を一切排除
できるからです。ですから、新しい製
造技術でなくても、量産均一化のため
の機能を省いた既存製造技術は、導入
価値のあるミニマル技術として機能し
ます。例えば、露光工程では、露光対
象がハーフインチサイズなので、ス
テッパーという高精度で超高価な露光
スポット移動の機械技術は不要になり
ます。また、初めからチップサイズな
ので、ウエハーダイシングやウエハー
バックグラインドの工程は不要にな
り、前工程と後工程が統一されて、工
程数が大幅に削減されます。このよう
に、まず既存量産装置をシンプル化・
スモール化し、装置を安くすること
で、ミニマル装置１セットを開発でき
ます。

しかし、それだけでは生産単位あた
りの資源やエネルギーの利用効率はさ
ほど上がるわけではありません。そこ
で、インクジェット技術やマイクロプ
ラズマ技術、デスクトップファーネス
など、よりミニマル性能の高い、産総
研が提唱するミニマルマニュファク
チャリング技術群を第2種ミニマル型
装置として、ミニマル生産仕様に合う
ように実用機能性を高める研究開発を
行うべきでしょう。この準備として、

所内でミニマル技術を持っている方々
やミニマルファブコンセプトに共感す
る方々に分野を問わず声を掛け、半導
体システムイノベーション検討会をつ
くりました。

局所クリーン化搬送システム
ミニマル型装置は、それらを並べれ

ば実用ミニマルシステムができ上がる
というわけではありません。例えば、
ミニマル露光装置で加工したウエハー
を洗浄装置へ持って行く際、人がピン
セットでウエハーを取り出して運んで
いては、汚染が進んでしまいます。半
導体集積回路工程は約600工程もある
ので、1工程ではわずかな汚れの可能
性でも数100工程を経ると、ほぼ100 %
不良品と化してしまいます。これまで
は、それをスーパークリーンルーム技
術で回避していました。しかし、これ
自体巨大投資の象徴であり、ミニマル
思想と相いれません。そこで、革新的
なコアシステム技術となるのが、ウエ
ハー回りの局所空間だけを清浄化し、
その製造物環境を人環境から完全に分
離する局所クリーン化搬送システムで
す。

ミニマル型装置や研究装置を生産装置として
機能させる、開発中の PLAD1 号試作機
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幸運にも、私たちのグループでは、
90年代後半には局所クリーン化リサー
チシステムを開発しており、野放し
だった製造環境物質濃度を人為的に制
御することで、不良特性の象徴である
リーク電流のばらつきを排除できるこ
とを突き止めていました。ここで培っ
た基本技術を応用して、それぞれのミ
ニマル型装置には、完全密閉型の前室
を付けて、密閉搬送容器で運んでやれ
ば良いのです。

今年から、この搬送技術開発を始
めています。Particle Lock Air−tight 
Docking : PLAD システムと名付け
た、微粒子とガス分子を同時に遮断す
る新しいテクノロジーです。写真は、
その第１号試作機です。

ファブシステム研究会
これらの取組みの妥当性を探る上で、

将来ミニマル生産システムを活用する
であろう想定ユーザーとの対話が欠か
せないと考えています。2008年6月か
ら、ファブシステム研究会を、産業構
造の各階層から集

つど

った企業16社2大学
と組織しました。ここで肝心なことは、
生産上の悩みや課題をたくさん抱えて
いる生産工場のプロフェッショナルの
方々にお集まりいただいたことです。
このような集まりは過去見られたこと
がなく、研究会では、生産に関する多
様で具体的でありながら本質的な課題
が、せきを切ったように論議されまし
た。研究と生産が遠くなった現在、生
産現場との直接対話は最も意義深い行
動の1つといえます。

生産現場との対話から得られたもの
研究会での議論から、製造業の真の

課題、すなわち、投資額の制約、環境
問題への現実対応の困難さ、仕掛かり
在庫制御の問題、量産品の伸び悩みな
ど、生産上の共通課題が浮かび上がっ
てきました。それと同時に、ミニマル
生産システムが未来のあるべき製造モ
デルの1つであることを企業委員が認
識するに至ったことはとても重要で
す。研究会の成果は、21世紀型生産
システムの提言レポートとしてウェブ
発信しました。（http://unit.aist.go.jp/
nano-ele/fabsystem/fabsystem.html）

今後は、これをさらに強力な組織と
して改造し、本格開発の段階へ進んで
行きたいと考えています。

ミニマルファブの創造

オフロード型投資

研究の挫折

投資ドリブン産業

200m

メガファブ：投資５千億円

■年間生産能力5億chips/line → 稼働率低迷

●資源利用効率0.1%(リソグラフィ）
●巨大クリーンルームで巨大エネルギー消費

21世紀型･技術ドリブン産業

ミニマルファブ：投資5億円
■年間生産能力50万chips/line
→年間10万個までの多様な商品、試作をカバー

技術力が
競争力の源泉

設備投資額が
競争力の源泉
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=

ハイパーミニ
プロセスシステム

開発

本格開発

We are 
here. リアルタイム

融合

半導体システム
イノベーション検討会

【第1段階コア技術】

微粒子とガス分子の同時遮断
局所クリーン化搬送システム

「ハイテクものづくりPJ」

不純物を徹底的に排除し、
界面電子状態の
完全制御に成功

完全製造には、
環境物質制御が本質と知る

完全製造には、

Needs

Seeds

市場への
死の谷

（ダーウ
ィンの海

）

技術シーズ
基本構想

オ
ン
ロ
ー
ド
型
投
資

High risk,

Low returen

ペイしない

（魔の
川）

生産へ
の死の

谷

開発へ
の死の

谷

Step⑤

Step③
Step④

Step②
Step①
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赤井 智子 （あかい ともこ）

環境化学技術研究部門　高機能ガラスグループ
企画本部

1991 年大阪工業技術研究所入所。以来ガラス材料
に関連する研究に携わってきました。米国留学の際人
工的な構造モデルに違和感を覚え、帰国直後に周辺で
見たガラスが分相や水和で構造が崩れ、何かの拍子に
規則化する複雑な現象に魅力を感じたのが今の研究の
きっかけでした。泥臭いものの中にある美しさを引き
出すような研究を目指したいと考えています。

環境との調和を目指すガラスの本格研究

古くからのガラスの技術で新しい環境問題を解決

環境とガラス
昨今、CO2削減、レアメタルなどに

代表される資源制約、RoHS（Restriction 
of Hazardous Substances）に見られる
有害物質使用規制など「環境」が産業
に大きな影響を与えるようになってき
ています。私たちは、関西センターに
長年継承されてきた多孔質ガラス作製
技術、ガラスの重金属処理技術を切り
口としてこれらの環境問題を解決する
技術の開発に取り組んでいます。

ガラスのリサイクル技術とコスト
この研究のきっかけは約10年前に

行った着色ガラス瓶のリサイクルの研
究でした。着色ガラス瓶には多種多様
な着色金属が少量（〜 1 ％程度）含ま
れているので再利用が難しく、廃棄物
問題になっていました。当時はコスト
を考えずにリサイクル技術の開発をし
ようという楽観的な雰囲気があり、ガ
ラス中の金属を脱離する技術への要望
が強くありました。そこで多孔質ガラ
スの製造法を応用して廃ガラスにホウ
酸を加えて再溶融し、アルカリホウ酸
相とシリカ相に金属を濃縮させてその
相を酸処理で溶かしだすことで抽出す
る技術を開発しました。また、高温・
高圧の水蒸気処理による金属脱離法も
開発しました。しかし、その後コスト

の壁にぶつかったため、リサイクルに
よって得られた多孔質ガラスの高付加
価値化を試みました。偶然、再処理問
題を起こさない程度の微量の金属を
ドープして焼成することで高輝度な蛍
光ガラスとなることが見いだされ、壁
が乗り越えられたかに見えました。し
かし、リサイクル材料は品質が安定し
ないため機能性材料には使えないとい
う強い先入観が障壁となって最終的に
実用化には至らず、研究は停止せざる
を得なくなりました。

新しい展開を探して
幸いその多孔質ガラスを用いた蛍光

ガラスについて水銀フリー光源用の材

料としての応用が期待されたため、省
エネルギーを主目的とした環境ガラス
の研究として再スタートすることがで
きました。しかし材料研究の真冬の時
期と重なり、すぐに厳しい状況に陥り
ました。企業、工業会、団体などを訪
ねてニーズを聞いて歩きましたが、逆
風の中では研究資源も乏しく、大きな
成果は生まれませんでした。次第に、
この状況を切り抜けるには現在自分だ
けがもっているものを生かすしかない
と考えるようになりました。分相を利
用した多孔質ガラス、ガラスからの重
金属浸出評価の2つは長期間の蓄積と
最近の集中的な研究で優位性のある独
自技術になっていましたので、当面こ
れらの改良のみに集中し、これらを使
うことによってのみ解決可能な社会的
に重要な研究テーマを立ち上げること
にしました。過去数年にわたって情報
が蓄積されていたため、すぐにいくつ
かのテーマが思いあたりました。実行
するには複数の技術が必要でしたが、
産総研には異分野の研究者が多数いる
ので、共同して取り組むことで解決で
きるのではないかと考えました。

ガラス中の重金属と分相法を利用した脱離例

+ H3BO3

溶融

着色廃ガラス

Na2O-CaO-B2O3+金属

酸浸出

分相 多孔質ガラス
高ケイ酸ガラス

焼成
ガラス化
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ニーズ対応への展開
まず、鉛を含む廃ブラウン管ガラス

のリサイクル問題に着手しました。こ
の鉛ガラスは再溶融して新しいテレビ
のガラスに再生されてきましたが、全
世界で薄型テレビが普及し始め、リサ
イクルが困難な廃棄物になると予測さ
れています。特に日本では地上デジタ
ル放送に切り替わる2011年以降に大量
にブラウン管テレビが廃棄されること
が予測されており、その対策が急務と
なっています。私たちは着色ガラス瓶
で開発したリサイクル技術を改良する
ことでガラスから鉛を脱離する技術の
開発を行っていましたが、鉛の用途が
減っており、ガラスという安定な形で
保管するという選択肢とあわせて総合
的に解決法を提示せねばならないとわ
かってきていたので簡単な浸出試験は
始めていました。しかし最終的には浸
出だけではなく、ある環境で保管した
場合の鉛の拡散や環境リスクを評価す
る必要がありました。これについては
全くの専門外だったため、地圏資源環
境研究部門 地圏環境評価研究グループ
に引き受けていただき、2011年問題の
解決に向けた議論に総合的なデータを
提供するための研究を2008年度に開始
しました。
　次に、蛍光体のレアメタルのリサイ
クル技術と省資源型材料技術の開発に
取り組みました。最近の高品位のラン
プには高価な希土類を多量に使用した
蛍光体が使われています。今後照明分
野への省エネ要請から電球型蛍光ラン
プの導入が進みますが、その結果、希
土類蛍光体の使用量が急激に増大しま
す。希土類、特にテルビウム（Tb）は
供給量が限られており、急激に需要過
多となることが予測されます。リサイ
クルを進めるにしても、使用済み蛍
光体は多種の蛍光体が混ざっているた

め、再利用がほとんど行われていませ
ん。また蛍光体から希土類を抽出して
回収するにも、一番高価な Tb を含む
緑色の蛍光体は酸に溶けないことから
抽出困難とされていました。そこで、
着色ガラス瓶のリサイクル技術に少し
工夫を加え、Tb の抽出方法を開発し
ました。これには大きな反響がありま
した。さらに環境管理技術研究部門の
物理分離、溶媒抽出などのリサイクル
の専門家と議論をすると、蛍光体リサ
イクルに関係したさまざまな技術が産
総研内で開発されていることがわかり
ました。それらに組み入れていただく
ことで、オリジナリティーの高い技術
シーズの 1 つとなっていきました。ま
た、以前にリサイクル技術の過程で見
いだされた蛍光ガラスは希土類の使用
量が低減できる可能性があり、省資源
型の材料開発として新たな展開を見せ
ました。現在、これらの内容を総合し

て、企業の方とも議論をしつつ実用化
への検討を始めています。

今後の展開
最近やっと蓄積されていたものがつ

ながって動き始め、冬の終わりが近く
なってきたような気がします。冬の時
期はつらくはありましたが、自分の本
質が何かを考える重要な時期であった
ように思えます。現在は近未来のニー
ズ研究に集中していますが、ガラス
材料が将来的に目指すべきものは、人
の生活にとって快適かつ省エネ型の光
環境をつくることだと考えています。
ニーズ研究を行っていると、不思議な
ことに将来のために必要な基礎研究が
ぼんやりと見えてきます。今後はその
研究内容を明確にし、新しい技術開発
に十分な力を費やせる日が来れば、新
たな発展を求めて挑戦していきたいと
考えています。

重要な社会ニーズへの対応

着色ガラス瓶リサイクル

コストの壁

多孔質ガラスの
高付加価値化 ：
蛍光ガラス

市場意識の壁

生活快適光環境・省エネの
    ためのガラス材料

2011年ブラウン管テレビガラス問題

処理方法
への提言

鉛脱離技術 鉛浸出評価

Silica Cation

Pb

蛍光体のレアメタル資源（Tb,Eu) 問題

ガラス化に
よるTb抽出

リサイクル

省資源

省エネルギー・省資源

多孔質ガラスを利用した蛍光体

多孔質ガラスの
新規製造法？

電子状態の
理論？

新たな基礎研究課題
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澤田 浩之（さわだ ひろゆき）

デジタルものづくり研究センター
システム技術研究チーム

製造業の IT 化推進を目指す本格研究

設計製造支援システム開発実行ツール : MZ Platform

研究開発の背景
製造業において、業務改革を推進し競

争力の維持向上を図るためには、IT化
への取り組みが不可欠であると広く認識
されています。しかし、特に中小企業で
は、ITシステムの開発や導入、運用の
ための負担が非常に大きく、IT化を進
められないというケースが多く見られま
す。このような問題を解決するために、
中小製造業の技術者が高度なIT知識を
必要とせずに、自らITシステムを構築・
運用できるようなツールMZ Platformの
研究開発を進めています。

MZ Platformは、コンポーネントと呼
ばれるソフトウエアの部品を組み合わせ
てITシステムを作り上げるツールです。
これまで、ITシステムを開発するため
には、IT知識を身につけてプログラム
を書くことが必要でした。MZ Platform
では、さまざまな機能を持ったコンポー
ネントがあらかじめ用意されていますの
で、プログラムを書くことなく、従来よ
りもはるかに容易にITシステムを開発
できます。

技術的課題
MZ Platformの研究開発における主な

技術的課題は以下の2つです。
（1）コンポーネント方式の有用性立証
（2）コンポーネントの整備

（1）は「コンポーネントを組み合わせ
ることで本当に実用システムを作れるの
か？」ということであり、（2）は「さま
ざまなシステム開発を効率化できるよう
にコンポーネントを用意できるのか？」
ということです。

私たちは、まず中小製造業数社の協力
を得て、工程管理システムなどの実用シ
ステムを実際に開発してみるところから
始めました。その手順は以下の通りです。
① 企業への聞き取り調査実施
② 業務分析と開発するシステムの仕様
　 策定

③ 必要なコンポーネントの新規作成
④ システム開発

この作業により、コンポーネント方式
による実用システムの開発が可能である
ことを例証しました。ここで作成された
コンポーネントには、それぞれのシステ
ムでしか使うことのできないものも多く
含まれています。

次に、開発したシステムの機能を分析
し、それらを汎用的な標準機能の組み合
わせとして再構成しました。この作業は、
各システム固有の機能をサブ機能へと分
解して基本となる標準機能を抽出するこ
と、機能の実現方法を見直してより汎用
性の高い方法で置き換えることにより行
われました。

現在では約180種類のコンポーネント
が標準で用意され、プログラム作成期間
はこれまでの半分以下、実用システムで
必要とされる機能の95 %以上が実現可
能との検証結果が得られています。

成果普及活動
MZ Platformで実用ITシステムを開発

する機能は整いましたが、当初、開発し

1989 年機械技術研究所入所。1990 年から 1992 年
まで財団法人 新世代コンピュータ技術開発機構へ研究出
向。その後、数式処理技術の設計工学への応用に取り組
み、2001 年から現在のテーマに従事しています。MZ 
Platform 普及活動のため、あちこちを飛び回っています。

コンポーネントの組み合わせによるシステム開発

受注・工程・品質管理

日程・進捗管理

新規開発コンポーネント

標準コンポーネント

プログラムを書かず、
コンポーネントを組み
合わせるだけの
システム開発

システム

MZ Platform
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たITシステムは企業で使われませんで
した。あらためて企業への聞き取り調査
を行ったところ、以下のことが分かりま
した。
• 開発したITシステムの機能は実用レベル
•  ITシステムの維持・管理、業務展開、
運用を担う人材の確保や体制整備が困難

ここで私たちは人材育成を含めた成
果普及活動の重要性を認識し、以下の活
動を開始しました。

（1）成果普及セミナーの開催（2004年～）
産総研地域センターや公設試験研究

機関などの協力を得て、これまでに44
都道府県でセミナーを開催しました。

（2）コンソーシアム活動（2004年～）
産総研コンソーシアム「MZプラッ

トフォーム研究会」を設立し、MZ 
Platformの配布や講習会の開催、メール
サポートを行っています。年会費は1000
円で現在の会員数は440、講習会はつく
ばで週2日のほか、これまでに22都府県
で出張講習会を開催しています。

（3）サポート体制の構築
各地域の中小製造業に対するIT化指

導人材育成のため、公設試験研究機関へ
のMZ Platform導入に取り組んでいます。
一方、恒久的な普及にはMZ Platformの
ビジネスへの活用が不可欠との認識か
ら、TLO契約（商用ライセンス契約）
を通じたソフトベンダーへの技術移転を

進めています。現在、TLO契約締結済
みソフトベンダーは7社です。

現在の状況と将来
現在、MZ Platformを導入しITシステ

ムを構築している中小製造業は10数社
で、普及が進みつつあります。大分県
の企業は、MZ Platformを利用したIT化
により、九州経済産業局IT経営力大賞
特別賞を受賞しました。また、TLO契
約を締結した長崎県のソフトベンダーは

「MZ SUPPORT SYSTEM」というビジ
ネスを開始しました。これは、従来の丸
投げ・丸請けのシステム開発ではなく、

発注側の製造業も開発に参加し、最終的
に自社で維持・管理ができる状態にした
上で納品するものです。一方、栃木県の
ものづくりIT化パイロット事業や大分
県の中小企業IT化モデル事業など、地
方自治体におけるMZ Platform利用の動
きも広まりつつあります。

MZ Platformの活用により、ユーザー
である製造業と開発者であるソフトベン
ダーとの距離を縮めることで中小企業
のITスキルの向上を促し、企業の体質・
競争力の強化に貢献していくことが将来
の目標です。

サポート体制の構築

ITシステム開発事例 
－プラスチック射出成形企業における作業実績収集システムの開発（大分県）－

低コスト・短期間でのシステム自社開発
・ MZ Platform（システム開発ツール）
・ エクセル
・ MSDE（無償データベースソフト）
・ PC、バーコードリーダ、ハンディターミナル

手作業による書き写しから
電子データによるオンライン化へ

半日単位の進捗・数量管理
手書き作業

時間単位の進捗・数量管理
　→ 納期・在庫管理精度の向上！
手書き作業の排除
　→ 記入ミス排除、作業時間20 %削減！

平成19年度九州経済産業局IT経営力大賞特別賞受賞
IT システム開発事例（資料提供 : 大分県産業科学技術センター）

　　 MZプラットフォーム研究会
（産総研デジタルものづくり研究センター）
       （産総研産学官連携推進部門）
           （産総研地域センター）

       技術移転
（商用ライセンス契約）

有償サポート
ソフトベンダー
・ システム開発受託
・ システム開発指導
・ 独自機能開発

中小製造業

自社IT化推進
IT人材育成

技術相談

      技術研修
（IT化指導人材育成）

公設試験
研究機関技術指導

技術研修
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